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はじめに

世界遺産 『ヴェネツイアとその潟』は，1966
年大洪水により甚大な被害を受けた。そのため直
後から UNESCO の文化遺産救済国際キャンペー
ンにより修復や整備が進められてきた。すでにこ
れらの取り組みも 50 年が経過し，1966 年に目指
した保全計画の長期計画に対する評価が必要な時
期に来ている。1969 年に UNESCO から発表さ
れた『Sauver Venise』（通称：Venice Report）
は，保護の対象を，ヴェネツィアのラグーンの生
態系全体に広げる必要性を指摘し，国際社会の注
目を集めた。その後，ヴェネツィアは，1973 年に，
ヴェネツィア特別法を採択し，国家の優先事項と
して，「ヴェネツィアとその潟」を広域的に保護
することとした。1987 年には，「ヴェネツィアと
その潟」は世界遺産に登録され，世界遺産の保護

計画および，長・中期計画，短期計画が立案され，
計画に基づき UNESCO 主導で「ヴェネツイア・
ラグーン生態系（1990-1994）」「ヴェネツィア・
インナー運河（1995-1999）」の二つのプロジェク
トが実施された。

上記の二つのプロジェクトの成果に対する評価
が 2000 年代に入り行われるとともに，2009-2012
年にかけて，世界遺産『ヴェネツィアとその潟』
の管理計画が再度見直され，管理の改善が図られ
た。その後，2017 年の第 41 回世界遺産会議では、
従来のプロジェクトの成果と調査結果に基づき，
危機遺産への登録が検討された。

危機遺産への登録がなされること，すなわちそ
れは，ヴェネツイアが看過できない問題を今なお
抱えていることを意味している。世界遺産会議お
よび関連の専門会議にて改善に向けた世界遺産保
全計画の必要性が指摘されており，保存計画の見
直しでは，いままでに歴史的建造物などに実行さ
れた修復等などの細部の検討だけではなく，計画
の枠組みそのものを含めた見直しを図ることが求
められている。

イタリアにおける世界遺産保護に関する研究
− 1902 年「芸術的価値または歴史的価値を有する建造物および

その他物件の保護および保存に関する法令」の分析−
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要 旨

本研究では，イタリアの文化遺産保護政策の研究として，世界遺産「ヴェネツィアとその潟」を事例に，その地域
の文化遺産がどのように保存されてきたのかを，歴史的経緯から遡り，法令政策の観点から考察した。従来のイタリ
アの文化遺産保護における法令政策に関する研究では，1939 年自然美保護法，同年文化財保護法，ガラッソ法の観点
から研究が行われ，これらの法令の分析をする研究が多かったが，本研究によって，1902 年「Portante disposizioni 
circa la tutela e la conservazione dei monumenti ed oggetti aventi pregio d'arte o di antichità（芸術的価値または
歴史的価値を有する建造物およびその他物件の保護および保存に関する法令）」という歴史的法令政策が深くかかわ
っていることを発見した。そこで本研究では，当該分野で未だ研究されていない本法令の分析を試みた。その結果，
本法令は，歴史的法令であるばかりか，現代の文化遺産保護の礎となっている法令であるということがわかった。
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そこで本研究では，世界遺産『ヴェネツイアと
その潟』を事例に，法令政策に着目して，イタリ
アにおける世界遺産保護の歴史的経緯について考
察し，今までの政策の評価を試み，今後の計画立
案の糧としたい。

1．研究の目的

本研究の目的は，イタリアにおける文化遺産保
護政策について，世界遺産『ヴェネツィアとその
潟』を事例としてとりあげ，公文書および歴史資
料の分析から，文化遺産保護政策の内容を具体的
に確認するとともに，政策により施行された施策・
措置の有効性と問題点を明らかにすることである。

2．先行研究の分析

今まで，イタリアの文化財保護に関する研究で
は，建築史，都市形成，都市計画に関する研究が
主であり，特に「ヴェネツィアとその潟」に関す
る研究では，Renata Codello（1），Paolo Gasparoli 

（2）などの研究が知られている。これらの研究は，
建築様式や構造，技法，材料などの面から分析し，
時代推定や特性に基づいた分類整理がなされてお
り，ヴェネツィアの都市形成史や固有の文化遺産
が持つ特徴を理解するために重要な研究であるも
のの，文化遺産保護政策に関する観点が希薄であ
る。

一方，総合的なイタリアの文化遺産保護に関す
る研究では，現状の文化財行政において中心的役
割を果たす現行法令である 2002 年制定の「Codice 
dei beni culturali e del paesaggio, ai sensi 
dell'articolo 10 della legge 6 luglio 2002, n. 137

（文化財と景観に関する法典）（3）」の研究が盛ん
におこなわれている。この法令は，一般にウルバー
ニ法と呼ばれており，ウルバーニ法の大きな特徴
は，文化財と文化的景観を明確に定義している点
と，国と地方行政の連携を定めている点である。

ウルバーニ法典に関する先行研究は多数あり，
特に Gianfranco Tamburelli（4）や Matteo Dario 
PAOLUCCI（5）（2008），宮脇 勝（2009）（6）らの研

究が知られているが，これらの研究に共通する点
は，都市計画の観点からみた景観保護論を展開し
ている点である。

3．先行研究の課題

イタリアの文化遺産保護に関する先行研究で
は，各都市における現状分析が中心であり，その
視点は都市計画または景観の観点から研究されて
いることが多い。それらの先行研究に共通して見
られる点は，ウルバーニ法の分析において，その
法源を，1939 年の自然美保護法（7）および 1985 年
のガラッソ法（8）の二つに求めている点である。

この二つの法令に関連性があることは明白であ
るが，先行研究のほとんどが，1939 年の自然美
保護法から，唐突に 1985 年のガラッソ法が樹立
されたかのように論じられている。また，1939
年以前の法令政策に関する研究はかなり少なく，
研究の余地がある。よって，イタリアの文化遺産
保護政策研究は，研究開拓が望まれている分野で
あるといえる。特に，現段階では，法令政策の歴
史的発展経緯が非常に不明瞭かつ未整理であり，
この点に課題を残す。

また，ウルバーニ法の関連法令として，1967
年に設置された Commisione Franceschini（9）と，
1972 年 「World Heritage Convention（世界遺産
条約）」（10），1992 年「世界遺産条約運用指針の改
定」（11），1993 年「Mediterranean Landscape 
Charter（地中海景観憲章）」（12），2000 年「European 
Landscape Convention （欧州景観条約）」 （13）が指
摘される。

上記の法令は，国際法令群であるが，イタリア
と国際法の関係を紐解けば，1930 年代まで遡る必
要がある。イタリアは，1931 年のアテネ憲章（14），
1933 年アテネ憲章（CIAM）（15）の二つの国際憲章
の樹立に対し中心的役割を担った国であることが
知られている。これら二つの憲章は，国際専門家
会議の会議議決であり，歴史的建造物の保存修復
や都市計画に対する施策や方針を示した基本文書
である。この二つの憲章は，世界各国の文化遺産
保護の現場で，国際基準として用いられており，
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各国の文化遺産保護に関する法令政策に大きな影
響をあたえた。

以上のことから，文化遺産保護政策の発展過程
を知る上では，イタリアの文化遺産保護政策研究
は必務であり，特に 1939 年以前の法令に関する
研究は，未だ不十分であることから，急務である
といえる。

そこで本研究では，先行研究に立脚しながら整
理分析を行うとともに，新史料の発掘と，新史料
の分析により得た新知見から，先行研究では不明
確であった部分の補完を試みる。

4．イタリアの文化遺産保護における
現状の課題　

－世界遺産「ヴェネツィアとその潟」を
事例として－

イタリアの文化遺産保護活動では，ローマや，
ポンペイなどの古代遺跡の保存修復活動がつとに
知られている。同様に，UNESCO が国際重点プ
ロジェクトの一つとして，世界遺産「ヴェネツィ
アとその潟」の文化遺産保護活動も有名である。
これは，「ヴェネツィア救済キャンペーン」（16）と
して知られ，長年にわたり注目を浴びてきた（17）。

この国際重点プロジェクトの特徴は，様々な分
野の専門家による学際的研究がなされてきたこと
である（18）。歴史学および芸術史，人文地理，建
築学，環境，土木工学，都市計画史，水利学など
の研究者が，それぞれの立場からプロジェクトに
携わり，共同でプロジェクトを運営してきた（19）。

これは，1967 年第 77 回 UNESCO 執行委員会
議決（20），1968 年第 78 回 UNESCO 執行委員会議
決（21） を 受 け，1968 年 8-9 月 開 催 の 第 79 回
UNESCO 執行委員会（22）に事務局より提出された
UNESCO 報告（23）（24）（25）で，ヴェネツィアの社会
的および経済的進歩とこれらに関連した文化的発
展およびコミュニティとラグーンの保護を，総合
的なアプローチ方法で保全する必要性が結論とし
て提示されたことによる。

この報告書を受けて，歴史都市の保存問題の議
論が巻き起こり（26），文化遺産保護活動の範囲は，

急増している自然現象であるストームによる洪水
（27）などの自然災害の対策，観光により引きおこ
る問題や住民の居住区移動の問題，生活スタイル
の変化，伝統的産業の衰退と古典技術の保護など，
社会経済的および産業的状況に関する大きな問題
抱えていたヴェネツィアの低迷した現状そのもの
という巨大な課題の改善方策の研究にまで発展し
た（28）。

その結果，ラグーンの中央に浮かぶ人工的に造
成された区域の経年変化による干潟の地盤沈下（29）

や海面上昇（30），下水を含めた汚染問題（31）（32）から
守ること，ストーム（33）と，堆積漂砂にともなう
砂洲と潟の形成と消滅，海流の変化，生態系保護

（34）（35）の問題，本土のポー河川から流れ込む山林
からの土砂流入など，自然災害の脅威に対する拮
抗施策の立案と具体的措置の履行，そして，歴史
的都市の中に埋もれる劣化の激しい非常に壊れや
すい建造物を保護するとともに，生活の場および
観光資源として活用するという幾層にも重なる問
題に立ち向かうことの必要性が議論されるように
なった。

イタリア政府のみならず，国際社会に直面した
問題として UNESCO 加盟国が，「現実世界で生
きている都市とその周辺環境を保存する」という
極めて複雑な問題の解決に挑戦することを決定し
た（36）。これを受け，編成されたプロジェクトチー
ムが，現在の基礎となっている（37）。

多岐にわたる専門分野の専門家が学際的研究を
行う必要性があったのは，ヴェネツィアの問題は，
同時に多角的かつ複合的に解決しなければならな
い混在した問題を含んでいたからである（38）。

UNESCO の国際重点プロジェクトとなった時
より，文化遺産保護，特に保存修復に関する分野
では，修復技術や修復材料，古典技法と伝統材料
の研究が盛んに行われた（39）（40）。同時に，世界遺
産条約の根源ともなっている，文化遺産が持つ「真
正性」と「完全性」に対する追求から，芸術的価
値，歴史的価値，学術的価値を明確にするための
研究が行われてきた（41）。これら価値を明らかに
するための研究は，文化遺産分野であれば，建築
史，芸術史的観点から価値を明らかにしようとす
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るアプローチ方法がとられてきた。実質的な文化
遺産保護につながる研究の展開としては，
International Charter for the Conservation and 
Restoration of Monuments and Sites （:Venice 
Charter）の制定が，特に有名である（42）。

5．文化遺産保護の国際的動向

修復技術や修復材料に関する研究，及び，古典
技法と伝統材料に関する研究は，実用的であり具
体性があるものの，事例それぞれが持つ固有の問
題に対する研究のため，研究自体が特殊なケース
スタディとなっている（43）。

文化遺産保護においては，突出した歴史的建造
物の単体での保存ではなく，包括的保存の必要性
が認識される（44）。

近年では，歴史都市や歴史的建造物群保存地区，
文化的景観など面的な保存が行われるようになっ
た（45）。現在では，保存修復措置等の実務的問題
解決に向けた取り組みより，法令政策の果たす役
割の方が大きくなっている。そこで，法令運用組
織の整備，ガイドライン（運用指針）策定に向け
た取り組みや，法令政策がより機能する為の現況
の問題に即した検討などの必要性が認識される。

従来の研究では，イタリアにおける文化遺産保
護政策の基礎が，1939 年文化財保護法（46）そして，
同年 自然美保護法（47）にあるとして，これら二つ
の法を出発点として論じ，政策の分析を 1939 年
以降に焦点を当てている研究が極めて多い。

しかし，「Venice Report（ヴェネツィアとそ
の潟の報告書）」（48）を分析した結果，「ヴェネツィ
アとその潟」の文化遺産保護政策において，有効
な 現 行 法 と し て 1902 年 制 定 の「Portante 
disposizioni circa la tutela e la conservazione 
dei monumenti ed oggetti aventi pregio d'arte 
o di antichità（49）（芸術的価値または歴史的価値
を有する建造物およびその他物件の保護および保
存に関する法令）」が機能していることが判明し
た。そこで本論では，1939 年自然美保護法以前
の 1902 年に制定された「Portante disposizioni 
c i r c a l a t u t e l a e l a c on s e rvaz i one d e i 

monumenti ed oggetti aventi pregio d'arte o di 
antichità （芸術的価値または歴史的価値を有する
建造物およびその他物件の保護および保存に関す
る法令）」の分析を行う。

この法令は，従来の研究者が重要視してきた
1939 年制定の「文化財保護法」，同年制定の「自
然美保護法」より古い法令であるのはもとより，
ヴェネツィアのみならず，イタリアにおける文化
遺産保護政策の歴史的発展を知る上で重要な法令
である。残念ながら，本法令の詳細な研究や分析
は，いまだ行われておらず，研究が望まれる基本
法令の一つである。2018 年まで有効な現行法で
あるという現状を鑑みると 100 年以上の歴史を持
ち，歴史的価値の高い法令であるといえる。

文化遺産保護計画においては，特に長期計画の
立案の場面で，施策・措置の将来的な効果（ゴー
ル）を算出することは，非常に難しい。しかし，
本法令に準拠すれば，1902 年から 2018 年までの
約１世紀にわたる法令政策による文化遺産保護の
施策・措置の実行の効果（成果）を図ることがで
きる。つまり，今後の文化遺産保護における法令
政策の長期計画の参考モデルと成り得る可能性が
ある。また，改善すべき点や注意点を歴史的効用
の観点から知ることができることから，本研究で
は，「ヴェネツィアとその潟」を事例として，本
法令の効能と照らし合わせながら解析を試みる。

6．1902年　「Portante disposizioni circa 
la tutela e la conservazione dei 

monumenti ed oggetti aventi pregio 
d'arte o di antichità

（芸術的価値または歴史的価値を有する建
造物およびその他物件の保護および保存に

関する法令：ナシ法）」の概要

「Portante disposizioni circa la tutela e la 
conservazione dei monumenti ed oggetti aventi 
pregio d'arte o di antichità（芸術的価値または
歴史的価値を有する建造物およびその他物件の保
護および保存に関する法令）」は，1902 年に制定
された。当時，制定にあたり責任者を務めた教育
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大臣である Nunzio Nasi の名を冠してナシ法の
愛称がつけられており，通称ナシ法とも呼ばれる。

ナシ法は，全 418 条で構成され，法令としては，
大きなボリュームを持つ法令である。

　ナシ法の主な特徴は，以下のとおりである。
①保存対象定義：「50 年以上の歴史を経た物件」
② 歴史的，芸術的，考古学的遺産の国家台帳へ

の登録
③ 国家，公共および民間団体所有の文化遺産　
（「歴史的，考古学的，芸術的文化遺産」）に
対する修復原則 （Inalienability） の確立

④ 国家の歴史的考古学的芸術的関心物件の政府
による買収（国家の先取権）

⑤国家による積極的管理
⑥国家による所有者への行政指導
⑦ 損壊への修復だけではなく，予防保全に対す

る補助
⑧ 考古学的遺跡，記念碑等への修復計画の立案

と都市計画を考慮した総合計画の策定
⑨ 古代記念碑と遺跡中央員会の設置（委員会内

に古代グループと中世グループのワーキング
グループを設置）

⑩措置運用に関する詳細な規定

7．1902年　
「Portante disposizioni circa la tutela e 
la conservazione dei monumenti ed 
oggetti aventi pregio d'arte o di 

antichità
（芸術的価値または歴史的価値を有する建
造物およびその他物件の保護および保存に

関する法令：ナシ法）」の分析

上記ナシ法の特徴のうち，特に注目できる点は，
都市計画を考慮した考古学遺跡，記念物等への修
復計画である。都市計画を考慮して保存修復計画
を立案し，総合計画を策定している点が評価でき
る。

文化遺産保護において総合計画を策定した場
合，保護の対象とその基準は明確にしなければな
らない。ナシ法では，保護対象を，価値の高い優

れた文化遺産のみに限定し，個別に保護する優品
選抜制（エリート制）保護のシステムをとってい
る。

保存対象の選抜に当たっては，その対象を 50
年以上の歴史を有する文化遺産に限定しており，
文化遺産の定義が明確になされている。文化遺産
の歴史的価値を，50 年を一つの単位基準とする
考え方は，現在，世界中の文化遺産保護行政で採
られている基準であり，先駆例として高く評価で
きる。おそらく，オリジンもしくは，その源流に
最も近いものであろう。

また，公的財産として，譲渡に制限を設けてい
る点は，取り壊しやエリアの乱開発，建造物に対
する大幅な改変に拮抗する措置として，非常に有
効である。

特に，州の先取権を定め民間売却に対して制限
をかけるばかりか，歴史的建造物の保護だけでは
なく，地方自治（州）により歴史的建造物群を公
共のものとして意識的に残し，都市や街を計画的
に作り出していく手法は，歴史的建造物群地区の
形成および保存に対する理想的な施策であると
言ってよい。また，国家による積極的管理，所有
者への行政指導では，特に，「不適切な行政再編
成に対して，是正を求める措置」を施している点
に注目ができる。この措置は，コミュニティの維
持および継続性にとって重要な施策である。地方
自治（州）が，管理するだけではなく運用面につ
いても，積極的管理と行政指導によりケアを行う
ことで，地方自治と所有者，管理者，利用者が相
互に連携して文化遺産の保全と運用ができる措置
が施策内に設計されている。

また，貴重な資産に対しては，建造物だけに特
定せず，「歴史的，芸術的，考古学的価値のある
ものに対し，総括的に国家台帳への登録」を行っ
ている点に注目ができる。

これは，包括管理と呼ばれる施策形式で，特定
できる由来つまり歴史性の保存の観点から，所有
者との関係も含め，一括して総合的に文化遺産（文
化資源）を保管管理するという施策である。この

「包括管理」施策の特徴は，ある分野において突
出した価値あるものを個で保存するのではなく，
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価値の差異があったとしても，群として一括して
保存することで，相互の関係性を含めた総合的価
値を保存することができる点である。一見，価値
が低いように見える文化遺産（文化資源）は，保
存されずに，廃棄処分されたり競売にかけられた
りすることがある。つまり散逸や廃棄処分による
消滅の危険性がある。また文化遺産においては，
歴史的価値，つまりアンティークとしての価値は
重視されがちであり，歴史的観点だけを基準に保
存措置を講じた場合，芸術的価値のあるもの，学
術的価値のあるものが，保存されにくくなるケー
スや，保存しようとした場合に，すでに消失して
いた（価値がないと判断され，事前に処分されて
しまっていた。）といった問題がおこり，ある特
定の時代に偏りのある保存措置となってしまう危
険性がある。そこで，歴史軸の中で，異なる年代
のものも含めて一括して保存することができるよ
うに配慮する必要がある。この国家登録では，特
定の時代だけを保存対象とするのではなく，50
年以上経過しているものと定めることで，保存対
象の歴史的価値における時間軸に幅を持たせ，歴
史的文脈のなかでの文化遺産の断絶を防いでいる
点が，この施策の重要なポイントである。

また，国家台帳への登録をすることで，所有者
が自由に処分することができなくなるばかりか，
移動に対しても国家のコントロールの下に行って
いる。これにより，消失を防ぐことができている
点，また，その場所（地域）にとどめることで，
保存管理の面だけではなく，文化遺産（文化資源）
の維持により，地域的価値，歴史的価値の継続性
を持たすことができている点が，高く評価できる。

今まで，中央集権国家の象徴のように首都にあ
る国立博物館に，美術品や歴史資料を国宝として
保管管理し，陳列展示するという事例が各国で見
られてきた。しかし現在では，地域やその場所で
生活している人々やコミュニティは，時代によっ
て宗主国が異なる歴史を持つ。つまり，その地域，
そのコミュニティは，固有のアイデンティティを
持つものであり，国家としての歴史的文脈の中に
嵌め込まれて画一的にとらえられるのではなく，
そのコミュニティの歴史的文脈のなかで理解され

るべきだという考え方が広がっている。
そのため，本来の所有者が，その場所で，従来

の用途にしたがって，そして従来の保存方法に基
づいて，維持管理されることの重要性ということ
を考慮して，政策を考えなければならない。この
文化遺産の本来の価値が活きてくる保存措置を，
シナ法は，確保できているという意味では，効果
的な施策が組み込まれた法令政策である。

さらに，国家，公共および民間団体所有の文化
遺産「歴史的，考古学的，芸術的文化遺産」に対
する修復原則 （Inalienability） の確立に関する条
項では，具体的に措置および運用方法を示してお
り，歴史的建造物の保存行為を，この法律が牽引
してきたことは間違いない。

この条項により，イタリアが国家として統一し
た保存修復計画の下で，高いレベルを保った修復
技術による歴史的建造物の維持管理が長年に渡っ
てできたことは，明確である。

ベネツィアという国籍の違ういろいろな民族が
集まり，複雑なコミュニティを形成した特殊な歴
史性を持つ文化エリアを，芸術的価値を維持した
まま保存することができたのは，ひとえにこの条
項の効能である。しかし，政策的観点でいえば，
法令政策としては，各条項および規定内容があま
りにも細かすぎるために，劣化や破損の状況によ
り発生する特殊事例に十分に対応できなかったの
ではないかと思われ，運用面で問題が生じていた
可能性もある。

また，損壊への修復だけではなく，予防保全に
対する措置に対しても補助金を国家が支出する点
も高く評価でき，これにより下水や広場の整備な
ど，文化遺産保護とインフラ面の整備を同時に進
めることができたという点では，この法令政策に
より優れた措置が取られてきたといえる。考古学
的遺跡，記念碑等への修復計画の立案と都市計画
を考慮した総合計画の策定も法令の中に組み込ま
れており，都市計画の中に，文化遺産保護政策が
同時組み込まれ，つねに文化遺産を維持すること
を基本として自治形成（町づくり）が検討されて
きたということがわかる。この施策・措置により，
イタリアが，大規模な乱開発による遺跡の損傷を
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免れ，現代社会において，文化遺産と共存する生
活スタイルを確立することができたと言えるだろ
う。

措置運用に関する詳細な規定は，修復技術や処
置についての言及が見受けられ，後のベニス憲章
につながるアイディアとしても評価することがで
きる。

まとめ

本研究では，イタリアの文化遺産保護政策の研
究として，「ヴェネツィアとその潟」を事例に，
その地域の文化遺産がどのように保存されてきた
のかを，歴史的経緯から遡り，法令政策の観点か
ら考察した。イタリアの文化遺産保護における法
令政策に関する研究では，1939 年自然美保護法，
同年文化財保護法，ガラッソ法の観点から研究が
行われ，これらの法令の分析をする先行研究が多
かったが，本研究によって，1902 年「Portante 
disposizioni circa la tutela e la conservazione 
dei monumenti ed oggetti aventi pregio d'arte 
o di antichità（芸術的価値または歴史的価値を有
する建造物およびその他物件の保護および保存に
関する法令）」という歴史的法令政策がイタリア
の世界遺産，特に文化遺産の保護に深くかかわっ
ていることを発見した。そこで，本研究では，当
該分野で未だ研究されていない本法令の分析を試
みた。

その結果，保存対象となる文化遺産の明確な定
義や，歴史的，芸術的，考古学的遺産の国家台帳
への登録，国家，公共および民間団体所有の文化
遺産（「歴史的，考古学的，芸術的文化遺産」）に
対する修復原則 （Inalienability） の確立，国家に
よる積極的管理など，イタリアでは 20 世紀初頭
から法令政策により，現在の文化遺産政策の基本
となる行政的システムが構築され，この行政シス
テムにより文化遺産保護の施策や措置が実行され
ていたということがわかった。

また，保存修復措置に対する詳細な基準や手法
も法令により明確に提示されており，この中には，

ベニス憲章につながるアイディアも見受けられ，
本法令は，歴史的法令であるばかりか，現代の文
化遺産保護の礎となっている法令であることがわ
かった。
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